
洋上風力発電の導入促進に向けた採算性分析のための基礎調査事業

令和５年度政府予算案額 36.0億円（新規）
事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

成果目標

⚫ 令和5年度からの事業であり、毎年度３箇所程度の区域で調査を実施し、令

和22年（2040年）に3,000～4,500万kWの洋上風力発電の案件形成

を目指します。

民間事業者

委託

⚫ 洋上風力発電事業の実施可能性が見込まれる海域を対象として、発電設備
の基本設計に必要となる風況・海底地盤に関する調査データを取得するために、
各種の観測機器を用いたサイト調査を実施します。

⚫ 調査で得られたデータは、調査対象海域で洋上風力発電事業を計画する事
業者に提供することで、事業者による発電事業計画の策定を支援します。

資源エネルギー庁
省エネルギー・新エネルギー部
新エネルギー課 風力政策室

事業目的・概要

⚫ 「洋上風力産業ビジョン（第一次）」では、2030年までに1,000万kW、

2040年までに3,000万kW～4,500万kWの洋上風力発電の案件形成を

政府目標として掲げています。

⚫ この実現に向けて、継続的な案件形成が不可欠ですが、現状では複数の事

業者が同一海域で類似した現地調査を実施しており非効率な状況が生じて

います。また、地元の漁業者にとっても操業調整などの負担が発生し、これが

地元での反発を招き、結果として案件形成を阻害させるという事態が生じてい

ます。

⚫ このため、案件形成の初期段階から政府が主導的に関与し、必要となる調査

等を実施する仕組みである「日本版セントラル方式」の確立に向け、現在その

制度設計を進めています。

⚫ そこで、この「日本版セントラル方式」の一環として、JOGMEC（独立行政法

人 エネルギー・金属鉱物資源機構）が発電事業の採算性分析に必要とな

る情報を得るための調査を行います。発電事業者はその調査データを活用す

ることで適切な事業計画の策定が可能となり、それにより質の高い競争性のあ

る事業者公募を実現するとともに、案件形成の加速化を目指します。

＜風況調査＞

＜海底地盤調査＞

風況観測作業のイメージ

運営費交付金

風況データの出力例

掘削・貫入試験で
使用する機材例

物理探査で使用する機材例


